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大学卒業後８年（30 歳・総合職）で、賃金がほぼ 1.5 倍となり、ピーク時（55 歳）には






                                                  
1  小嶌「国立大学法人と人事労務」阪大法学 56 巻６号（2007 年）39 頁以下を参照。 
2  たとえば、大阪大学の場合、2007 年 10 月１日現在、非常勤職員（3,090 人）の全教職員（8,235 人）





























１  平成 14 年以降の、労働法制に関する規制緩和はどのように行われてきたか。事項ごと
に、年月日と緩和の内容について説明されたい。 





時間給は 1,321 円（日額 10,571 円を時間額に換算、2006 年度）となっているが、これを
低いとは必ずしもいえないからである（表２を参照） 。 
 
表１  雇用者の構成（2007 年平均、男女計） 
  人  数 
雇用者 5,561 万人




  役員を除く雇用者  5,174   100.0 





    非正規の職員・従業員  1,732   33.5 100.0
   パ ー ト ・アルバイト  1,164   22.5 67.25 
 
    パ ー ト   822   15.9 47.5
    ア ル バ イ ト   342   6.6 19.7
   労 働 者 派遣事業所の派遣社員  133   2.6 7.7
   契 約 社 員・嘱託  298   5.8 17.2
   そ の 他   137   2.6 7.9
出所）総務省統計局「労働力調査詳細結果」 
 
表２  派遣労働者の賃金（2006 年度） 
（単位：円） 
一般労働者派遣事業  特定労働者派遣事業 
  日額  時間額   日額  時間額
全体平均  10,571 1,321 全体平均  14,156 1,770
26 業務（主要４業務） 26 業務（主要４業務）  
①  事務用機器操作  10,060 1,258 ①  機械設計  16,258 2,032
②  財務処理  10,776 1,347 ②  ソフトウェア開発  17,166 2,146
③  テレマーケティング  10,310 1,289 ③  事務用機器操作  11,752 1,469
④  取引文書作成  11,328 1,416 ④  研究開発  14,975 1,872
注）全体平均には 26 業務以外の業務を含む。26 業務（主要４業務）の構成比（人数比）は次のとおり。 
一般労働者派遣事業（①47.1％、②10.3％、③ 7.1％、④ 6.3％） 
特定労働者派遣事業（①29.4％、②28.5％、③14.7％、④ 9.8％） 
出所）厚生労働省職業安定局「労働者派遣事業平成 18 年度事業報告」 
他方、先にみた質問（１）に対して、政府の答弁書（2007 年６月８日付け）は次のよう
に答えるものとなっている。 




また、平成 16 年３月１日施行の職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）の改正により、
地方公共団体が厚生労働大臣に届け出て、住民の福祉の増進等に資する施策に関する業務
に附帯して無料の職業紹介事業を行うことができること等としたほか、同日施行の労働者
派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律 （昭和 60 年




































１  労働市場法――規制緩和はどこまで進んだか 
 
国家独占の放棄から始まった規制緩和 
                                                  
3 小 嶌 「労働市場と市場化テスト――職業紹介は誰がするのか」 季刊労働法 211 号 （2005 年） 29 頁以下、




















40 年８月 25 日職発第 656 号）が長らく堅持されていた8。 
「産業に必要な労働力の充足は、原則として国（公共職業安定所）が行う」 。 
以上にみた職業紹介事業や「労働者の募集」に関する規制は、かかる「職業紹介の国家
独占」 （monopoly of placement）政策を背景とするものであったが、わが国が職業安定法
の目的規定に変更を加えることによって、この国家独占政策を放棄するまでには、さらに
２年８か月の歳月を必要とした。 
1999 年 12 月 1 日。同日施行された改正職業安定法は、その１条で次のようにいう。 
（法律の目的） 
第１条  この法律は、雇用対策法（昭和 41 年法律第 132 号）と相まって、公共に奉仕する
公共職業安定所その他の職業安定機関が関係行政庁又は関係団体の協力を得て職業紹介
                                                  
4  日本経済新聞社編『規制に挑む――「官製経済」から「競創経済」へ』 （日本経済新聞社、1996 年）189
頁以下（ヤミ転職）ほかを参照。 
5  小嶌「労働市場をめぐる法政策の現状と課題――職業紹介システムの法と政策」日本労働法学会誌 87
号（1996 年）５頁以下、７～14 頁を参照。 
6  当時は、有料職業紹介事業の許可対象となる職業についても「同業者等の反対はないこと」が事実上、
許可基準の一つとされていた。小嶌「労働市場の規制改革」八代尚宏編『社会的規制の経済分析』 （日本
経済新聞社、2000 年）37 頁以下、43 頁を参照。 
7  小嶌「無料職業紹介事業と規制緩和」阪大法学 48 巻５号（1998 年）１頁以下、12 頁を参照。  
8 小 嶌 「 『労働者の募集』と規制緩和――職業安定法改正規定の批判的検討」大阪大学法学部創立 50 周年





















ついては、その取扱いが可能となった（職業安定法 32 条の 11 第１項）ほか、求職者から
の手数料徴収についても、芸能家およびモデルに加え、年収 700 万円を超える経営管理者
や科学技術者、熟練技能者からの手数料徴収が可能になる等、その後、一定の規制緩和が








できる期間）を１年に制限する（同法 40 条の２） 。1999 年の派遣法改正（同年 12 月 1 日
                                                  
9  小嶌「韓国の労働市場改革はどこまで進んだか――職業安定法にみる規制緩和の現状」阪大法学 51 巻
６号（2002 年）１頁以下を参照。なお、ドイツでは、2002 年に、職業紹介事業の許可制も廃止されて
いる。小嶌「求められる労働法制の改革」関西経協 2002 年７月号 38 頁以下、39 頁を参照。 































                                                  
11  小嶌「労働者派遣事業と規制緩和」阪大法学 48 巻６号（1999 年）１頁以下、６～17 頁、および同「改
正労働者派遣法の意義と課題」季刊労働法 190・191 合併号（1999 年）52 頁以下、55～60 頁を参照。
なお、派遣業務の原則自由化（ネガティブリスト化）は、 「特定の種類の労働者または特定の部門の経済





13  小嶌「派遣期間の制限に関する覚書――いわゆる３年の期間制限とは何か」阪大法学 52 巻３・４号








2005 年３月 23 日に小泉首相（当時）に提出した「規制改革・民間開放の推進に関する




ではあったが、あるいは立法ミスとの判断でもあったのであろうか。ただ、2006 年 12 月
25 日の第３次答申にいたるまで、答申内容に格段の変化はなく（厚生労働省が内容の変更


















最長３年の労働契約は、既に 1998 年の法改正（99 年４月 1 日施行）によって、部分的
にはこれを締結することが可能となっていたが、その実態は「期間３年の労働契約は認め
                                                  
14  2007 年 12 月 25 日に開催された第108 回労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会に提出さ

































                                                  
15  小嶌「働き方の変化と労基法改正」ジュリスト 1153 号（1999 年４月 1 日号）31 頁以下、32～33 頁
のほか、行政改革推進本部・規制改革委員会「規制改革についての見解」 （2000 年 12 月 12 日）を参照。 
16  規制改革委員会・前掲（注 15）を参照。 
17  小嶌「労働基準法の改正について」阪大法学 53 巻３・４号（2003 年）129 頁以下、146 頁を参照。 
18  小嶌「働き方の変容と労働法の行方」JIL リサーチ 19 号（1994 年）14 頁以下、16 頁を参照。 
19  なお、改正法は、経過措置とはいえ、労働者が１年経過後に退職する場合には、民法 628 条の規定に
かかわらず、いつでも退職することを認めるものであった（附則 137 条） 。 


















ため必要な限度」 （最低賃金法 38 条１項）あるいは「この法律を施行するため必要がある














                                                  
21 小 嶌 「知的財産の創造と労働時間規制」 大阪大学法政実務連携センター編 『企業活動における知的財産』
（2006 年）99 頁以下、111～112 頁を参照。 
22  小嶌「労働基準法の改正とホワイトカラーエグゼンプション」愛知経協会報 2005 年 9 月号２頁以下、
３頁を参照。 
23  小池「日本は長く働くことで競争力を保ってきたか」電機連合 NAVI 2007 年 10 月号 18 頁以下、21

























この厚生労働省との合意事項は、2004 年３月 19 日に閣議決定をみた「規制改革・民間
開放推進３か年計画」にも盛り込まれ、以後、規制改革・民間開放推進会議においても、
その第３次答申（2006 年 12 月 25 日）にいたるまで、厚労省との間で、ほぼ同様の約束が
交わされていく。 
もとより、新たに「採用することを検討すべきである」とした適用除外方式についても
腹案はあった。以下にみる、労働基準法 41 条の改正案がそれである（下線部が改正点） 。 
                                                  
24  小池・前掲（注 23）18 頁。なお、同『仕事の経済学［第３版］ 』 （東洋経済新報社、2005 年）110 頁
を併せ参照。 





を観察し労働条件の履行を確保する地位にある者、 管理の地位にある者とは労働者の採用、 解雇、 昇級、
転勤等人事管理の地位にある者を云ふ」と、その範囲をきわめて広く解釈していたことが注目される。
小嶌「管理監督者の問題について」経営法曹研究会報 53 号（2007 年）77 頁以下、77～78 頁を参照。 14 
 
（労働時間等に関する規定の適用除外） 
第 41 条  この章、第６章及び第６章の２で定める労働時間、休憩、休日及び深夜業に関す
る規定は、次の各号の一に該当する労働者については適用しない。 
一  別表第１第６号（林業を除く。）又は第７号に掲げる事業に従事する者 
二  事業の種類にかかわらず監督若しくは管理の地位にある者又は機密の事務を取り扱
う者 




























たとえば、 この点に関連して、 規制改革委員会は 「規制改革についての第２次見解」 （1999
                                                  
26  小嶌・前掲（注 22）４頁を参照。 15 
 






































解雇権濫用法理（判例法理）をそのまま条文化すること（労働基準法 18 条の２、2008 年






第〇〇条  使用者は、次の各号に定める場合を除き、労働者を解雇することができない。 
一  身体または精神の故障により職務の遂行に堪えない場合 
二  勤務成績または作業能率の不良により就業に適さない場合 
三  事業の転換、縮小または廃止のために人員の削減を必要とする場合 
四  その他、労働者の解雇に正当な理由のある場合 
②  前項の定めは、次のいずれかに該当する場合にはこれを適用しない。 
一  事業の開始後３年［１年］に満たない使用者が労働者を解雇する場合 










３  労使関係法――規制改革は現在もタブーか 
 
                                                  
27  「規制改革の推進に関する第２次答申」 （2003 年）が、解雇の基準やルールについて検討する際には、
「いわゆる試用期間との関係についても検討する」べきであるとしたのも、このような考え方を背景と
していた。 
28  小嶌・前掲（注 17）165～166 頁のほか、同「高失業時代の解雇制限法制と解雇のルール」正村公宏＋
現代総研編『21 世紀のグランドデザイン』 （ＮＴＴ出版、2002 年）255 頁以下、266 頁を参照。 



























































『都道府県労働委員会は、使用者委員、労働者委員及び公益委員各 13 人、各 11 人、各９
人、各７人又は各５人のうち政令で定める数のものをもって組織する。ただし、条例で定
めるところにより、当該政令で定める数に使用者委員、労働者委員及び公益委員各２人を













                                                  
30  以上にみたタブーへの挑戦にかかわるものとして、小嶌「労使関係法と見直しの方向」日本労働法学会























していること（三井倉庫港運事件＝平成元年 12 月 14 日最高裁第一小法廷判決［民集 43 巻









                                                                                                                                                  
１頁以下を参照（なお、この論文では、団体交渉権を有する労働組合を当面１割以上の組織率を有する
労働組合に限定することを想定していた、21 頁） 。 
31  大阪大学事件＝平成 19 年９月 25 日大阪府労委命令（労働経済判例速報 1986 号 12 頁以下）のほか、








近時、このような法令の短期集中傾向には著しいものがあり、2007 年４月 1 日には改正
男女雇用機会均等法が、同年 10 月 1 日には改正雇用対策法が相次いで施行された。また、
08 年３月 1 日には労働契約法が施行され、同年４月 1 日には改正パートタイム労働法の施






























































































                                                  
32  請負会社と労働者との間に雇用関係がある限り、 派遣法違反となる場合はあっても、 職業安定法が事業
として行うことを禁止する労働者供給に該当することは原則としてない（派遣法２条１号および職安法
４条６項を参照） 。 
33  製造業を念頭に告示 37 号の内容をさらに具体化したもの。厚生労働省「労働者派遣事業関係業務取扱
要領」による。 23 
 






























                                                  


































                                                  
35  郷原信郎『 「法令遵守」が日本を滅ぼす』 （新潮新書、2006 年）第５章を参照。 
36  以上につき、小嶌「規制緩和で請負を活用せよ」2006 年 10 月 13 日付け朝日新聞、同「 『偽装』請負
問題について」 （注 25）67 頁、同「法令遵守からコンプライアンスへ」アデコ・ワーキング・ニュース
45 号（2007 年３月）１～２頁を参照。なお、請負を派遣に転換したところでも、いわゆる 2009 年問題
（2006 年３月 1 日に派遣の受入れを開始し、１年後の 07 年３月 1 日から受入れ期間を３年に延長する
ことが認められた派遣先では、早ければ 09 年２月末日にはその期間が３年の上限に達することになる）
にどう対応するか、という難題が目前に待ちかまえている。 
37  民間企業では３年勤続が退職金支給の要件とされることが多いが、 公務員の場合には、 ６か月以上在職













表３  産業別最低賃金（18 歳最低賃金）協定適用の有無 
（集計組合数 118 組合） 









構内請負 27（29.3） 65（70.7） 92（100.0）
出所） 「非典型雇用労働者の雇用実態に関する調査結果の概要」 （電機連合労働調査部、組織推進センター）







表４－１  パートを含む企業内最賃（時間額、改定集計） 
業種別  集計組合  １組合当たり平均（単純平均、円／％） 
  組合数  人員  改定後 UP 額  率 
製  造  業  113 77,505 818 6.5  0.74
商業流通  72 51,443 749 7.7  1.08
                                                  
38  小林「私の『労働市場改革』論と『雇用格差』解消の突破口」電機連合 NAVI 2007 年９月号２頁以下、
３頁。 
39  小林・前掲（注 38）６頁。 26 
 
交通運輸  8 192 796 0.0  0.00
そ  の  他  175 226,616 806 1.6  0.25
計  368 355,756 798 4.3  0.50
出所）連合「2007 春季生活闘争  第５回集計結果（2007 年 10 月 25 日） 」 （一部省略） 
表４－２  正規のみ 18 歳最賃（月額、改定集計） 
業種別  集計組合  １組合当たり平均（単純平均、円／％） 
  組合数  人員  改定後 UP 額  率 
製  造  業  375 726,636 150,883 1,106  0.74
商業流通  293 167,887 151,848 617  0.41
交通運輸  10 1,553 143,040 200  0.14
そ  の  他  190 230,298 144,235 223  0.15






たとえば、2008 年４月 1 日に施行された改正パートタイム労働法は、その法目的として
短時間労働者の通常の労働者への転換を図ることを掲げる（同法１条）とともに、事業主
に対して、以下のいずれかの方法により、通常の労働者への転換を図る措置を講ずること
を義務づけるものとなっている（同法 12 条１項） 。 
①  通常の労働者の募集を行う場合において、当該募集に係る事業所に掲示すること等に
より、その者が従事すべき業務の内容、賃金、労働時間その他の当該募集に係る事項を
当該事業所において雇用する短時間労働者に周知すること。 
②  通常の労働者の配置を新たに行う場合において、当該配置の希望を申し出る機会を当
該配置に係る事業所において雇用する短時間労働者に対して与えること。 
③  一定の資格を有する短時間労働者を対象とした通常の労働者への転換のための試験制
度を設けることその他の通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずること。 
こうしたなか、常勤職員の削減が至上命題とされている国立大学法人においても、多く
の大学で、試験制度を設けること（③）により、非常勤職員（パート職員等）の常勤職員
への中途採用に道を開く努力がなされているものの、新規学卒者の定期採用すらままなら
ない現状においては、 「通常の労働者への転換」とはいっても、大きな限界がある。 
また、その一方では、高年齢者雇用安定法の改正（2006 年４月１日施行）により、60 歳
定年退職者の継続雇用が義務づけられたことによって、それでなくても新規採用者の数を27 
 
減らさなければ、運営費交付金の削減に伴う人件費の抑制に対応できない環境に国立大学
法人は置かれている。 
このうえ、さらに有期契約労働者（任期付き職員）についても、正社員（常勤職員）へ
の登用を図らなければならないとすれば、国立大学にとっては、その能力の限界を大幅に
超えることになる。また、流動化の促進という観点から、任期制の導入をむしろ積極的に
推進してきた教員については、任期の定めのない常勤教員への登用には、きわめて困難な
ものがあるといわざるを得ない。 
ただ、このような事情は、冒頭に述べたように、大なり小なり民間企業においても共通
してみられるものであって、これを国立大学法人に固有の事情と考えるべきではない。仮
に非正社員の正社員への登用という考え方が一般論としては正しいとしても、これを一律
に適用すること（one-size-fits-all）にはそもそも無理があり、必要な場合には、緩衝材＝
潤滑油として、適用除外を認める等の措置が講じられなければ、結局はそのすべてが絵に
描いた餅に終わる。 
企業には何ができ、何ができないのか。このことをもう一度、国を挙げて冷静に考える。
そうすることが、企業で働く者にとっても、その待遇改善につながる最も早い道となる。
筆者はこう考えるのである。 